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１ リ・スキリングによる能力向上支援
２ 労働移動の円滑化

Ⅲ 人手不足対策
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Ⅰ 最低賃金・賃金の引上げに向けた支援、非正規雇用労働者
への支援

１ 最低賃金・賃金の引上げに向けた中小企業・小規模事業者等
への支援、非正規雇用労働者への支援

生産性向上や非正規雇用労働者の処遇改善等を通じ、労働市場全体の賃上げを支援する
「賃上げ支援助成金パッケージ」の周知を行います。
また、引き続き、山梨県政労使会議を開催し、賃金引上げに向けた取組等について、構成

員等で認識を共有した上で意見交換を行い、関係団体等と連携しながら、賃金引上げに向け
た機運の醸成に努めます。

賃金引上げに取り組む企業の生産性向上に向けた支援

山梨県政労使会議（2026年1月29日）

山梨県政労使会議（長崎知事と岩﨑労働局長）

最低賃金制度の適切な運営

効力発生日時間額種別

令和7年12月1日1,052円山梨県最低賃金

令和8年2月15日1,100円電子部品・デバイス・電子回路、電気機械器
具、情報通信機械器具製造業最低賃金

特
定
最
低
賃
金 令和8年3月1日1,089円自動車・同附属品製造業

最低賃金

※ 令和7年度は、中央最低賃金審議会の示す目安額が消費者物価の上昇等の諸要素を考慮してＢランクは63円と過去最高額となった。
山梨県最低賃金について、山梨地方最低賃金審議会においては、８月27日に目安額プラス1円の64円で答申が行われ、12月１日

に発効した。

山梨県最低賃金審議会の円滑な運営を図るために、経済動向、地域の実情などを踏まえ
つつ、充実した審議が尽くせるよう、各種資料の作成や情報提供等を行う。
また、最低賃金額の改正後は、使用者団体、労働者団体、地方公共団体等の協力を得て、

使用者・労働者等に周知徹底を図るとともに、最低賃金の履行確保上問題があると考えら
れる業種等に対して重点的に監督指導等を行います。
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Ⅰ
３ 同一労働同一賃金の遵守の徹底

４ 非正規雇用労働者の処遇改善・正社員転換を行う企業への支援

非正規雇用労働者の処遇改善や正社員（多様な正社員を含む。）への転換に取り組んだ
事業主に対して支援を行うキャリアアップ助成金について、「正社員化コース」及び「賃
金規定等改定コース」や、いわゆる「年収130万円の壁」への対応として令和７年７月に新
設した「短時間労働者労働時間延長支援コース」などの各コースの周知、活用勧奨等を実
施します。
また、「働き方改革推進支援センター」によるワンストップ相談窓口において実施する

個別相談やコンサルティング、セミナーの実施など、非正規雇用労働者の処遇改善や短時
間正社員制度の導入等に向けたきめ細かな支援に連携して取り組みます。

同一労働同一賃金に係る事案の把握に努めるとともに、必要な報告徴収又は指導監督を効
率的に行うことで、是正指導の実効性を高めます。集団指導等の場において、不合理な待遇
差の解消に向けた取組を要請するとともに、基本給・賞与について正社員との待遇差がある
理由の説明が不十分な企業に対して点検要請を行い、あわせて支援策の周知を行うことによ
り、企業の自主的な取組を促し、同一労働同一賃金の遵守徹底を図ります。
加えて、｢短時間・有期雇用労働者及び派遣労働者に対する不合理な待遇の禁止等に関す

る指針｣等の改正の円滑な施行・適用に向けて、改正内容について労使等の関係者に十分に
理解されるよう、周知・啓発に取り組みます。

Ⅱ リ・スキリング、ジョブ型人事（職務給）の導入、労働移動の
円滑化

１ リ・スキリングによる能力向上支援

経済社会の変化に対応して労働者の学び・学び直しを支援するため、「教育訓練給付
金」の拡充を様々な機会で積極的に周知を実施するとともに、理由を問わず電子申請を行
うことができることについても引き続き周知を図ります。
また、教育訓練のための休暇取得時に生活費を支援する「教育訓練休暇給付金」や、雇

用保険被保険者以外に訓練費用と生活費を融資する「リ・スキリング等教育訓練支援融
資」についても周知を行います。

教育訓練給付等による労働者個々人の学び・学び直しの支援の促進

地域職業能力開発促進協議会の活性化

地域職業能力開発促進協議会において、地域の訓練ニーズを把握し、ニーズに適した公
的職業訓練コースの設定や教育訓練給付金指定講座の拡大に活用して必要な訓練機会の確
保に繋げます。
また、ワーキンググループを設置し、好事例も取り入れつつ、地域ニーズ調査、訓練効

果検証、カリキュラム改善策の検討、訓練機関への見直し要請と検証を行い、地域に応じ
た人材育成を進めます。
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公的職業訓練のデジタル推進人材の育成支援

適切な受講促進により、公的職業訓練への積極的な誘導を図るとともに、訓練開始前か
ら訓練終了後まで決め細かな個別・伴走型支援を行います。
特に、就職率の低いデザイン分野では、能力や条件に応じた相談・受講勧奨を行い、適

切な訓練選択を支援します。

人材開発
厚生労働省ＨＰ

人材開発支援助成金について、新設された中高年齢者のための訓練の助成や設備投資助
成、見直しを行った教育訓練休暇に対する助成等を通じ、企業内での人材育成を支援しま
す。
また、人材開発支援助成金「事業展開等リスキリング支援コース」については、適正な

執行にも留意しつつ迅速な支給決定を行います。

人材開発支援助成金による人材育成の推進

キャリア形成・リスキリング事業の実施

「山梨キャリア形成・リスキリング支援センター」と連携し、労働者がキャリアコンサ
ルティングを受ける機会の提供や、従業員のキャリア形成支援に取り組む企業等への支援
を推進します。
また、県内ハローワークに設置する「キャリア形成・リスキリング相談コーナー」にお

いて、キャリアコンサルタントによる相談支援を行います。

２ 労働移動の円滑化

円滑な労働移動を実現するためには、「労働市場情報の見える化」を進め、マッチング
機能の強化を図ることが重要であり、「職業情報提供サイト（job tag）」や「職場情報
総合サイト（しょくばらぼ）」の活用等とあわせて、各種サイト上の労働関係情報にワン
ストップでアクセスできるプラットフォーム「みんなの労働ナビ」の積極的な周知・広報
を行います。

労働市場の見える化の促進

ハローワークにおけるキャリアコンサルティング機能の充実

ハローワークにおける職業相談・紹介業務について、ハローワーク職員に対し、キャ
リアコンサルタントの資格取得を促進し、キャリアコンサルティング機能の強化を図り
ます。

地域雇用の課題に対応する地方公共団体等の取組の支援

「雇用対策協定」に基づき、国と地方が一層連携して地域の実情に応じた雇用対策を
行います。
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Ⅲ

3

アウトリーチ支援による求人充足支援の強化
ハローワークにおける最重点事項として、「医療・福祉ささえる求人充足プロジェク

ト」を実施します。
全ハローワークにおいて、当該分野の事業所へのアウトリーチ支援により、雇用管理指

導援助も含めた求人充足支援を強化するとともに、関係機関等と連携し、特に早期の求人
充足に向けて迅速な支援を行います。

雇用仲介事業者（職業紹介事業者、募集情報等提供事業者）への対応

労働局に設置した『「医療・介護・保育」求人者向け特別相談窓口』において、相談窓口
に寄せられた情報を基に必要な対応を行い、窓口の周知に努めるとともに、雇用仲介事業に
関する新たなルールが適切に履行されるように取り組みます。
また、アプリを使用して短時間・単発の仕事を仲介するいわゆる「スポットワーク」の雇

用仲介事業者に法違反が認められた場合には、適切に指導を行います。

①お祝い金・転職勧奨禁止について職業紹介事業の許可条件に追加
②募集情報等提供事業について労働者の登録から就職・定着までの全て
の過程における金銭等の提供を原則禁止

法令遵守徹底のルール

①職業紹介事業者の手数料実績（職種ごと・平均手数料率）の公開義務化
②募集情報等提供事業者の利用料金・違約金規約の明示義務化

雇用仲介事業者のさらなる
見える化

令和８年１月から３月にかけて、医療・介護・保育におけるハローワークの更なる利用
勧奨や、職業紹介事業者等との間で生じたトラブル事例の把握を目的とし、関係団体の都
道府県組織への訪問を実施しました。

引き続き、労働局と都道府県組織との継続した関係構築は重要であるため、都道府県組
織からの相談について適切に対応する等、関係の維持・構築に努め、適切に連携していき
ます。

関係団体との連携

1

2

人手不足対策

１ 医療・介護・保育分野における医療・福祉ささえる求人充足
プロジェクト等

Ⅲ
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１ 多様な人材の活躍促進

Ⅳ 多様な人材の活躍促進と職場環境改善に向けた取組

働く意欲のある高年齢者が年齢に

かかわりなく、その能力・経験を十

分に発揮し活躍できる社会を実現す

るため、７０歳までの就業確保措置

を事業主の努力義務とする改正高年

齢者雇用安定法を周知するとともに、

独立行政法人高齢・障害・求職者雇

用支援機構と連携し高年齢者雇用に

取り組む企業への支援を行います。

また、ハローワーク甲府・富士吉

田の２所に「生涯現役支援窓口」を

設置し、６５歳を超えても働くこと

を希望する高年齢求職者に対し、高

年齢求職者のニーズを踏まえた職業

生活の再設計に係る支援や個別相談

によるマッチング支援を行います。

高齢者の活躍促進
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７０歳までの就業確保措置の実施状況

令和７年６月１日時点
504社（全体の32.5％）〈21人以上規模企業〉

多様な障害の特性に対応した就労支援に取り組みます。法定雇用率の引上げ等※により、
障害者雇用の機会増加が見込まれることから、未達成企業の指導・助言の強化に取り組む
とともに、ハローワークと地域の関係機関が連携し、採用の準備段階から採用後の職場定
着まで一貫したチーム支援等を実施します。
また、事業主が雇用する障害者のキャリア形成支援など適正な雇用管理に一層取り組む

よう、事業主への助言・指導を行います。
（※民間企業における法定雇用率は、令和６年４月から2.5％、令和８年７月から2.7％と
段階的に引上げ。また、令和７年４月に除外率が一律10％引下げ。）

2 障害者の就労促進

２２ ２３ ２４ ２５ ２６ ２７ ２８ ２９ ３０ 元 ２ ３ ４ ５ ６ ７

身体障害者 知的障害者 精神障害者 実雇用率 （年）

山梨県の民間企業における障害者の雇用状況
（人） （％）
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ハローワーク甲府・甲府新卒応援ハローワークにポルトガル語、スペイン語の通訳員を
配置し、通訳・多言語音声翻訳機や１３カ国語に対応した多言語コンタクトセンターを活
用した多言語による相談を行います。また、甲府新卒応援ハローワーク内に留学生コー
ナーを設置し、大学等の教育機関と連携した外国人留学生等の就職支援を実施します。
外国人労働者を雇用する事業所に対しては、外国人労働者に対する適正な雇用管理の確

保を図るため、事業所訪問等により雇用管理状況の確認、改善のための助言・援助等を行
います。

外国人労働者に対する就労支援

４ 就職氷河期世代を含む中高年齢層へ向けた就職支援

ハローワーク甲府に就職氷河期世代を含む中高年層（概ね35歳以上59歳以下のミドルシ
ニア）の不安定就労者向けの専門窓口を設置し、キャリアコンサルティング、生活設計面
の相談、職業訓練のアドバイス、求職者の適性・能力等を踏まえた求人開拓、就職後の定
着支援など、それぞれの専門担当者がチームを結成し、就職から職場定着まで一貫した伴
走型支援を行います。

新規学卒者・困難な課題を抱える若年者等への支援５

就職活動に困難な課題を抱える新規学卒者等に対し、新卒応援ハローワーク及びハロー
ワークにおいて、学校や関係機関と連携し、心理的サポートや職場定着も含めた総合的な
支援を実施します。

また、山梨労働局の委託事業である「やまなし若者サポートステーション」において、
15歳から49歳までの就労に当たって課題を抱える無業者の方々に対し、ハローワーク及び
地方公共団体その他関係機関とも連携しながら、職業的自立に向けた専門的相談等の支援
を実施します。

9,208 
10,433 11,227 

12,462 
13,732 

R3 R4 R5 R6 R7

（人）
外国人労働者数の推移

各年10月末時点

1,618 1,763 1,900 2,092 2,263 

R3 R4 R5 R6 R7

（所）
外国人雇用事業所数の推移

各年10月末時点

６
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パワーハラスメント、セクシュアルハラスメント等職場におけるハラスメント防止措置
を講じていない事業主に対し厳正な指導を実施すること等により、引き続き、法の履行確
保を図ります。

また、適切なハラスメント防止措置が講じられるよう、事業主に対して、事業主・ハラ
スメント相談窓口担当者等向け研修やウェブサイト「あかるい職場応援団」の各種ツール
の活用促進を図ります。

３ 総合的なハラスメント対策の推進

職場におけるハラスメントに関する雇用管理上の防止措置義務の履行確保

カスタマーハラスメント対策及び求職者等に対するセクシュアルハラスメント
対策の推進

令和７年６月に改正労働施策総合推進法等が成立し、事業主に対して、カスタマーハラ
スメントや求職者等に対するセクシュアルハラスメント防止のための雇用管理上の措置が
令和８年10月１日から義務付けられることとなったことを踏まえ、改正内容について労使
に十分に理解されるよう周知に取り組むとともに、施行後は、カスタマーハラスメント防
止指針や求職者等に対するセクシュアルハラスメント防止指針等に基づき、着実な履行確
保を図ります。

ハローワーク甲府のマザーズコーナーにおいて、一人ひとりの求職者のニーズに応じた
きめ細かな就職支援を引き続き実施するとともに、地域の子育て支援拠点や関係機関と密
接に連携してアウトリーチ型支援を強化します。
また、仕事と子育ての両立がしやすい求人の確保やオンラインを活用した就職支援を推

進します。

2 マザーズハローワーク等による子育て中の女性等に対する就職支援等の実施

２ 女性活躍促進に向けた取組促進等

男女間賃金差異等に係る情報公表を契機とした女性活躍推進に向けた取組

令和７年６月に改正女性活躍推進法が成立し、

常時雇用する労働者数101人以上の事業主に男女

間賃金差異及び女性管理職比率の情報公表が令

和８年４月１日から義務付けられたことから、

その改正内容及び要因分析と「説明欄」の活用

の重要性について労使に十分に理解されるよう

周知に取り組みます。あわせて「女性の活躍推

進企業データベース」の積極的な活用勧奨を図

ります。さらに、計画的な報告徴収等の実施に

より、改正法の内容も含めた女性活躍推進法及

び男女雇用機会均等法の確実な履行確保を図り

ます。

【女性の活躍推進企業データベース】

URL：https://positiveryouritsu.mhlw.go.jp/positivedb/
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５ 安全で健康に働くことができる環境づくり

１ 長時間労働の抑制に向けた監督指導の徹底等

１か月80時間を超える、時間外・休日労働が疑われる事業場に対する速やかな監督指導
の実施、長時間にわたる過重な労働による過労死等の労災請求が行われた事業場に対する
監督指導等を実施します。

また、重大な労働災害の発生、重大・悪質な労働基準関係法令違反に対しては、司法警
察権限を行使し、送検後は、山梨労働局HPにて当該事案の公表を行います。

【山梨労働局HP】

２ 労働者が安全で健康に働くことができる環境の整備

○改正労働安全衛生法等の円滑な施行に向けた周知徹底等
令和７年５月に改正労働安全衛生法等が公布され、令和８年４月１日から段階的に施行

されます。個人事業者等に対する安全衛生対策の推進、高齢者の労働災害防止の推進等の
改正労働安全衛生法の円滑な施行に向けた周知と履行の確保に取り組みます。

○労働者の健康確保対策の推進
長時間労働やメンタルヘルス不調などによる健康障害を防止するため、医師による面接

指導やストレスチェック制度の導入等に向けた指導を引き続き展開します。

○化学物質等による健康障害防止対策
令和８年４月から化学物質の成分名に企業の営業秘密情報が含まれる場合、代替名等の

通知が認められることから、制度の適切な運用について周知指導します。あわせて令和８
年10月から、個人ばく露測定を作業環境測定として位置付け、必要な講習を修了した作業
環境測定士等による実施を義務付けられることから周知徹底に取り組みます。

○治療と就業の両立支援の推進
改正労働施策総合推進法により事業主の努力義務となった治療と就業の両立支

援の推進のため、治療と就業の両立支援指針の内容についての周知啓発や事業主
等に対する指導・援助等に取り組みます。

過重労働に関する監督指導結果
令和７年度令和６年令和５年度令和４年度令和３年度

１

４ 仕事と育児・介護の両立支援

仕事と育児・介護の両立支援

育児期の柔軟な働き方を実現するための措置の義務付けや、介護離職を防止するための仕事
と介護の両立支援制度の周知の強化等を内容とする育児・介護休業法の改正について周知に取
り組むとともに、報告徴収等の実施により着実な履行確保を図ります。あわせて、労働者の権
利侵害が疑われる事案等を把握した場合には、事業主に対する積極的な報告徴収・是正指導等
を行います。

育児休業等の取得状況及び労働時間の状況等に係る状況把握・数値目標の設定を義務付ける
こと等を内容とする改正次世代育成支援対策推進法について周知に取り組み、着実な履行確保
を図ります。

◆

◆
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○山梨第14次労働災害防止計画に基づく取組の推進
労働者一人一人が安全で健康に働くことができる職場環境の実現のため、山梨第14次労

働災害防止計画の目標達成に向け、 同計画に基づき次の取組を行います。

877 908 911 896 948
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◇石綿による健康障害防止対策の推進
建築物等の解体・改修作業に従事する労働者の石綿ばく露を防止するため、石綿除去等作

業時におけるばく露防止措置の徹底について、リフォームも含む解体工事等の受発注者への
周知啓発を図ります。

◇熱中症予防対策の推進
令和７年６月に施行された改正労働安全衛生規則の改正内容の周知及び履行確保を引き続

き図ります。また、「職場における熱中症防止のためのガイドライン」の周知を行い、熱中
症による労働災害防止に向けた STOP！ 熱中症クールワークキャンペーンを展開します。

◇高年齢労働者の労働災害防止対策及び労働者の作業行動に起因する労働災害防止対策の推進
令和８年４月１日から高年齢労働者の特性に配慮した作業環境の改善や作業の

管理等の措置が事業者の努力義務とされたところから、「高年齢者の労働災害防
止のための指針（令和８年２月10日公示）」の周知・指導を行います。

◇個人事業者等に対する安全衛生対策の推進
令和８年４月からは建設業、製造業等の元方事業者が行う統括管理の対象等に個人事業

者等を含む作業従事者が追加されるとともに、注文者や機械等貸与者等が講ずべき措置の
対象に個人事業者等を含めることされたところから、これら措置の周知及び履行確保に取
り組みます。

◇業種別の労働災害防止対策の推進
製造業については、機械災害の防止のため、「危険性又は有害性等の調査等に関する指

針」及び「機械の包括的な安全基準に関する指針」に基づく機械製造時及び使用時のリス
クアセスメントの確実な実施を促進します。
陸上貨物運送事業については、荷役作業での労働災害を防止するため、荷主等も含め、

「陸上貨物運送事業における荷役作業の安全対策ガイドライン」の周知を行い取組の促進
を図ります。
建設業については、墜落・転落災害防止のため、関係法令やガイドラインについて周知、

指導を行います。
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労災保険給付の迅速・適正な処理

過労死等事案をはじめとする複雑困難事案は、請求件数が増加していますが、認定基準
等に基づき、迅速・的確な事務処理になお一層取り組んでまいります。

３

６ フリーランス等の就業環境の整備

フリーランスからフリーランス・事業者間取引適正化等法の就業環境の整備違反に関する
申出があった場合には、速やかに申出内容を聴取し、委託事業者に対する調査、是正指導等
を行うなど、法の着実な履行確保を図ります。
また、フリーランスから発注者との間の取引上のトラブルについての相談があった際には、

引き続き「フリーランス・トラブル110番」を紹介するなど適切に対応します。
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認定企業
一覧掲載
（山梨）

厚生
労働省
ＨＰ

認定マークの概要【問い合わせ先】認定マーク

えるぼし認定【雇用環境・均等室 055－225-2851】
女性活躍促進法に基づき、一般事業主行動計画の策定・

届出等を行った企業のうち、女性の活躍推進に関する取組
の実施状況が優良である等の一定の要件を満たした企業を
認定する制度です。
認定基準に応じて3つの段階（★の数）があります。

プラチナえるぼし認定【雇用環境・均等室 055－225-2851】
えるぼし認定企業のうち、策定した一般事業主行動計画

の目標達成や女性の活躍推進に関する取組の実施状況が特
に優良（女性の管理職比率や継続雇用割合が高いなど）で
ある等の一定の要件を満たした企業を認定する制度です。

くるみん認定【雇用環境・均等室 055－225-2851】
次世代育成支援対策推進法に基づき策定した一般事業主

行動計画の目標を達成し、一定の基準を満たした企業を
「子育てサポート企業」として認定する制度です。

トライくるみん認定【雇用環境・均等室 055－225-2851】
次世代育成支援対策推進法に基づき策定した一般事業主

行動計画の目標を達成し、一定の基準を満たした企業を
「子育てサポート企業」として認定する制度です。
くるみん認定の認定基準の引上げに伴い、改正前のくる

みん認定の認定基準を引継ぐ形で新設されました。

プラチナくるみん認定【雇用環境・均等室 055－225-2851】
くるみん認定又はトライくるみん認定企業のうち、より

高い水準の取組（男性労働者の育児休業等取得割合が高い
など）を行った企業を、優良な「子育てサポート企業」と
して特例認定する制度です。

安全衛生優良企業認定【健康安全課 055-225-2855】
労働者の安全や健康を確保するための対策に積極的に取り
組み、高い安全衛生水準を維持・改善している企業として
の認定です。

ユースエール認定【職業安定課 055－225-2857】
若者の採用・育成に積極的で、若者の雇用管理の状況など
優良な中小企業の認定です。「わかもののハローワーク」
や「新卒応援ハローワーク」などで積極的にＰＲすること
で、若者からの応募増が期待できます。

もにす認定【職業対策課 055－225-2858】
障害者雇用に関する優良な取り組みを行う中小企業事業主
への認定制度です。企業と障害者が明るい未来や社会の実
現にむけて という思いがこめられていま
す。

厚生労働省認定マーク

むすすにもと

山梨労働局では、事業主からの申請を受け、各種認定を行っています。認定マークは、
自社の商品・広告などに使用できるほか、ハローワークの求人票に表示することができ、
企業イメージの向上や優秀な人材の確保につながる等のメリットがあります。また、公
共調達の加点評価や低利融資の対象となる場合があります。


